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社会福祉法人日本保育協会実施事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子どもの豊かな心の育成を促進し、保育資質の向上を図るため、社

会福祉法人日本保育協会京都市支部（以下「日本保育協会」という。）に対する補助金

（以下「補助金」という。）の交付に関し、京都市補助金等の交付等に関する条例（以

下「条例」という。）及び京都市補助金等の交付等に関する条例施行規則に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付の対象） 

第２条 補助金は、日本保育協会が実施する事業に係る経費のうち、次の各号に掲げるも

のであって、市長が必要と認めるものについて交付する。 

⑴ 研修事業に要する経費のうち、会場利用料、会場設営費、資料代及び事務費 

⑵ 民間保育園又は民間認定こども園における保育士（保育教諭）、栄養士、調理師等

の保育の担い手確保のための就職フェアに要する経費のうち、講師報酬、会場利用料、

会場設営費、資料代及び事務費 

⑶ 前各号に掲げるもののほか、児童福祉の推進のために市長が特に必要と認める経費 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、前条に定める経費を対象として、それぞれの項目ごとの予算の範

囲内において市長が定めるものとする。 

 

（交付の申請） 

第４条 条例第９条の規定による申請は、社会福祉法人日本保育協会実施事業補助金交付

申請書（第１号様式）によって、事業ごとに、各事業開始予定日の１４日前までに、次

の各号に掲げる書類を添えて行わなければならない。 

 ⑴ 事業計画書 

 ⑵ 収支予算書 

 

（交付決定及び通知） 

第５条 市長は、前条による申請が到達してから３０日以内に条例第１０条各項の決定を

行い、その旨を社会福祉法人日本保育協会実施事業補助金交付決定書（第２号様式）に

より通知する。 

 

（変更等の承認の申請） 

第６条 条例第１１条第１項第１号による補助事業等の内容又は経費の配分の変更に係る

市長の承認の申請は、以下の各号に定める書類を提出して行うものとする。 

⑴  社会福祉法人日本保育協会実施事業補助金変更承認申請書（第３号様式） 
⑵  事業の変更内容等が確認できる資料 
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２ 条例第１１条第１項第１号に規定する軽微な変更については、交付予定額の変更を伴

わない事業計画の変更に限るものとする。 

３ 市長は、第１項による申請を受理し、申請内容の変更について必要と認めるときは社

会福祉法人日本保育協会実施事業補助金変更承認通知書（第４号様式）により通知す

る。 

４ 条例第１１条第１項第２号による補助事業等の中止又は廃止に係る市長の承認の申請

は、社会福祉法人日本保育協会実施事業補助金中止・廃止承認申請書（第５号様式）に

より行うものとする。 

５ 市長は、前項による申請を受理し、申請内容の中止又は廃止について承認することと

したときは、社会福祉法人日本保育協会実施事業補助金中止・廃止承認通知書（第６号

様式）により通知する。 

 

（実績報告） 

第７条 条例第１８条の規定による実績報告は、市長の指定する日までに、社会福祉法人

日本保育協会実施事業補助金実績報告書（第７号様式）に次の各号に掲げる書類を添え

て行わなければならない。 

 ⑴ 事業報告書 

 ⑵ 収支決算書 

 ⑶ 収支明細書 

 ⑷ 領収書等、補助事業に要した費用及び費用を支出したことを証する資料 

 

（補助金の交付額の決定) 

第８条 市長は、前条の報告書及び市長等が定める書類の審査、必要に応じて行う現地調

査その他の方法により、補助事業等の実績が補助金等の交付の決定の内容及びこれに付

した条件に適合するか否かを調査し、適合すると認めるときは、前条の規定による実績

報告の日から２０日以内に、交付額を決定し、社会福祉法人日本保育協会実施事業補助

金交付額決定通知書（第８号様式）により通知するものとする。ただし、同期間内に決

定ができないやむを得ない理由があるときは、当該期間を延長することができる。 

  

（決定の取消） 
第９条 市長は、事業者に対して、条例第２２条の規定により、補助金の交付決定の全部

若しくは一部を取り消し、又は交付予定額を変更することができる。 
２ 市長は、前項の規定により、交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は交付額の

変更を決定するときは、聴聞または弁明の機会の付与の手続を経るものとする。 
３ 市長は、前項の手続を経て交付決定の取消し又は交付額の変更を決定したときは、事

業者に対し、速やかに、その旨を社会福祉法人日本保育協会実施事業補助金決定取消・

変更通知書（第９号様式）により通知するものとする。 
 

（交付の条件） 
第１０条 事業に係る収支を記載した帳簿を備え付けるとともに、証拠書類を整理し、か
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つ、これらの書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合に

は、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。 
 

（補則） 

第１１条 この要綱の施行に関し必要な事項は、子ども若者はぐくみ局長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、決定の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この要綱は、平成２２年４月１日から適用する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、決定の日から施行する。 

 

 


